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慶應義塾大学名誉教授

大江守之



少子化・合計特殊出生率・人口置換水準

●少子化：子世代が親世代よりも小さくなること
　●子世代が親世代よりも小さくなること⇒合計特殊出生率（Total 

Fertility Rate :TFR）が人口置換水準を継続的に下回ること

●合計特殊出生率（TFR）
　●ある年の15歳から49歳の女性の年齢別出生率を合計したもの
　●ある年の年齢別出生率にしたがって子どもを生んだ場合の、女性一人

あたりの平均子ども数

●人口置換水準
　●出生と死亡のみによって人口が変化する状況において、長期的に人口

が増加も減少もしない状態（静止人口）を実現する合計特殊出生率の
水準

　●近年のわが国では2.07



合計特殊出生率と出生数の推移

出所：平成28（2016）人口動態統計の年間推計他

1.45（2015年）
1.44（2016年）

2.07

平成28年確定数
　  976 978 人



資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所

1950年 1980年

2010年 2040年

人口ピラミッド（1950～2040年）

83208320万人万人 11億億17061706万人万人

11億億
28062806万人万人

11億億
10921092万人万人 1629万人



過去の人口推計における総人口の見通し

43854385万人万人 83208320万人万人 11億億26932693万人万人 11億億01030103万人万人 59725972万人万人



過去の推計における合計特殊出生率の設定

人口置換水準

1.35

1.26

1.44

1.39



人口置換水準への回復と人口モメンタム

TFRが人口置換水準に回復

した場合のシミュレーション

シミュレーション開始時点と
人口モメンタム

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所



8資料：人口動態統計、国立社会保障・人口問題研究所（2017年推計）

自然動態の過去と未来
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100

男 女

資料：国勢調査

1930・40年代生れ

1892万人

3846万人

人口ピラミッド（1950年）



100

男 女

1930・40年代生れ

1960・70年代生れ

3640万人

3578万人

資料：国勢調査

人口ピラミッド（1980年）
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男 女

1930・40年代生れ

1960・70年代生れ

1990・
2000年代生れ

3482万人

2254万人

3114万人

資料：国勢調査

人口ピラミッド（2010年）



100

男 女
1930・40年代生れ

1960・70年代生れ

1990・
2000年代生れ

3070万人

2329万人

556万人

2020・
2030年代生れ 1629万人

資料：国立社会保障・人口問題研究所

人口ピラミッド（2040年）



過去の推計における高齢人口割合の推移

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所



過去の推計における高齢人口の推移

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所



人口減少社会の家族変動

●人口減少社会とは家族が大きく変化する社会
　●本格的な少子高齢・人口減少社会への移行は、家族構成が大きく変化

する過程でもある。「人口減少社会とは家族が大きく変化する社会で
ある」という認識を持つことが重要である。

　●神奈川県では、2015年から2040年の間に、高齢人口は1.34倍に増加
するが、高齢単独世帯は1.65倍とさらに大きく増加する見通しである。

　●高齢世帯のなかでも、子どもがいない、あるいは近くにいない高齢世
帯を「孤立的高齢世帯」と定義する。過去の動向をみると、1995年か
ら2015年にかけて神奈川県の高齢人口は2.4倍、高齢単独世帯は3.6
増加したのに対し、1993年から2013年にかけて孤立的高齢世帯は5.1
倍、孤立的高齢単独世帯は7.4倍と極めて高い増加率を示している。

　



資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所

1950年 1980年

2010年 2040年

人口ピラミッド（1950～2040年）

夫婦と子夫婦と子44人人 夫婦と子夫婦と子22人人

夫婦と子夫婦と子22人人
未婚・無子未婚・無子1/31/3 1629万人

夫婦と子夫婦と子22人人
未婚・無子未婚・無子1/31/3



資料：国勢調査、神奈川県人口推計・分析共同研究会報告書

神奈川県の高齢者と高齢者のみ世帯



資料：住宅・土地統計調査

5.1倍
全国3.5倍

3.5倍
全国2.5倍

7.4倍
全国4.8倍

1993年から

の増加率

神奈川県の孤立的高齢世帯数の推移
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全国の単身世帯主率（1985～2010）

（上段：時系列、下段：コーホート別）

男 女

男 女

% %

% %

資料：国勢調査
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男 女

% %

% %

全国の未婚者に占める単身者

（上段：時系列、下段：コーホート別）

男 女



神奈川県の単身世帯主率（1990～2015）

男 女

男 女

資料：国勢調査



家族機能の変化とコミュニティの役割

●家族内相互扶助力の低下と新しいスフィアの創出
　●孤立的高齢世帯の増加に示されるように、高齢者ケアを家族内相互扶

助に頼ることができる可能性は低下していく。
　●貨幣による個別購入（市場システム）だけでも、税金による共同購入

（行政システム）だけでも創出できない信頼に基づく相互サービスを
創り出す仕組み。

　●その相互サービスの創出には新たな担い手が求められ、当事者が加わ
る小さな事業体にその可能性がある。



「コミュニティ」の教科書的解説

特殊化特殊化 

（閉じた）（閉じた）
 

普遍化普遍化 

（開いた）（開いた）
 

主体化主体化 

（結びつき（結びつきのある）のある）
 

客体化客体化

 

（結びつき（結びつきのない）のない）
 

地域共同体地域共同体

伝統型アノミー伝統型アノミー

コミュニティコミュニティ

個我個我
 

「コミュニティ」とは、地域社会に
おける共同問題の最適な処理シ
ステムが形成され、それによって
住民自治が最適に機能している
状態を示す社会目標概念(森岡)

Anomie：社会規範の動揺・

弛緩・崩壊によって生じる欲
求や行為の無規制状態

（アーバニズム論）
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地縁型、テーマ型、ミッション型

●地縁型コミュニティ
　●自治会・町内会に代表される組織であり、そこで付与される地位・役

割関係をもとにボランタリーな活動や帰属感情を醸成するイベントが
行われる。

●テーマ型コミュニティ（横浜市の調査研究で提起をベースにした大江の定義）

　●趣味や関心を共有する人々の活動をベースに、共同的解決を必要とす
る問題にも取り組む。持続する活動もあれば、プロジェクト的に一定
期間で終了するものもある。終了しても、一度形成されたネットワー
クは他の活動に活かされることが少なくない。

●ミッション型コミュニティ（大江の提案）

　●テーマ型コミュニティの中でも、持続的にミッションに取り組む類型。
介護保険事業を担う非営利事業体等がボランティアのマネジメントも
行い、貨幣的・非貨幣的サービスを融合させつつ、様々な参加形態を
支え、かつ参加者間の親密性を保持する。
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資料：国勢調査
　　　　国立社会保障・人口問題研究所（2013年日本の地域別将来推計人口）

地域ブロック別人口と割合の推移

総人口総人口

高齢人口高齢人口

百万人

百万人

%

%
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資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所

過去の推計における東京圏の将来人口
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３大都市圏の転入超過数の推移



神奈川県のコーホート変化率

男 女

●最もポピュラーな人口推計方法である「コーホート要因法」は、ある地域のコーホー

ト変化率が、複数の期間にわたって比較的安定的であることに着目して、同様のパ
ターンが将来も出現するという仮定にたつ推計方法である。

●概ね50歳くらいまでの変化は地域間移動によるもの、それ以上の年齢では死亡に

よる。直近5年間の移動パターンと将来の高齢期の死亡率改善を織り込んで、将来

コーホート変化率を設定する。 資料：国勢調査
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資料：国勢調査
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神奈川県のコーホート・シェア（男）
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1971－75コーホート 10〜14
歳から20〜24
歳への上昇幅
を分母にして、2
5〜29歳等3
つの年齢階級
それぞれの10
〜14
歳からの上昇
分を分子にした
比率。
純流入のうちど
れだけその地
域に残ったのか
の残留率に相
当する。〔 B〕

10〜14歳のシェアを
分母として、15〜19
歳や20〜24
歳のシェアを割った比率。
流入率に相当する。
〔A〕

コーホート・シェア延長法のパラメータ設定
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コーホート・シェア延長法の手順（1）

●0～4歳人口：女性の年齢別人口に年齢別出生率（社人研の
都道府県推計と同様）を乗じて算出する。

●10～14歳までを同じレベルで延長する。
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コーホート・シェア延長法の手順（2）

●0～14歳を1とした15～19歳、20～24歳の比率〔A〕を設定。

男 女
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コーホート・シェア延長法の手順（3）

●0～14歳から20～24歳の上昇幅を基準に25～29歳、30～
34歳、35～39歳のシェア〔B〕を設定。

男低位

バブル期を反映

バブル崩壊期を反映



男高位

男中位

25～29歳は直近３コーホートの最大値

高位と低位の平均



神奈川県の推計用コーホート・シェア（男）

資料：国勢調査、神奈川県人口推計・分析共同研究会報告書



神奈川県の推計用コーホート・シェア（女）

資料：国勢調査、神奈川県人口推計・分析共同研究会報告書



資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所

1950年 1980年

2010年 2040年

人口ピラミッド（1950～2040年）

83208320万人万人 11億億17061706万人万人

11億億
28062806万人万人

11億億
10921092万人万人 1629万人



資料：国勢調査、神奈川県人口推計・分析共同研究会報告書

神奈川県の人口ピラミッド（1950～2040年）

1950年 1980年

2010年 2040年

249249万人万人 692692万人万人

905905万人万人 858858万人万人



1980年　 1990年　

2000年　

資料：国勢調査

2010年　

横浜市内計画開発住宅地の人口ピラミッド



41

万人

1930・40年代コーホートの死亡時期（全国）

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所


